
（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

13　委託料 外国人市民生活相談窓口設置業務委託 2,669

13　委託料 南米語学学習事業委託 1,239

19　負担金補助及び交付金 国際協会運営事業補助金 6,585

節番号・名称 細々節名称等 金額

事業実施に
至る経緯・
背景

事

業

概

要

11　需用費 アンケート用封筒他 42

市民の約４％は外国籍であり、その割合は県内においても最も高い数値となっていま
す。市民を主体とした幅広い多文化共生活動を推進し、国際協会・地域・企業などと連
携しながら、湖南市における多文化共生のまちづくりの実現をめざします。また、生活
者としての外国人市民を取りまく外国人特有の課題に広く対応し、解決を図ります。

　　多文化共生推進プラン策定事業　　　1,244千円
　　　2017年からの多文化共生推進プランの策定作業を行います。有識者や関係団体等から
　　　なる多文化共生推進プラン策定委員会や内部会議を開催し、アンケート結果をもとに
　　　実状に即した計画策定を行います。

　　外国人市民生活相談窓口設置事業　　2,669千円　（諸収入 2,669千円）
　　　定住者傾向にある生活者としての外国人市民を取りまく課題は複雑化し多岐にわたって
　　　います。外国人特有の課題に広く対応するため、湖南市国際協会に生活相談窓口設置
　　　事業を委託します。

　　南米語学学習事業　　　　　　　　　1,239千円
　　　湖南市に在住する外国人児童・生徒の母語及び母国の文化を学習する教室を国際協会に
　　　委託します。日本人児童・生徒についても身近に住む外国人市民の母国について学び、
　　　多文化共生の地域づくりのためのキーパーソンとなる人材を育成します。

　　国際協会運営事業補助金　　　　　　6,585千円　（諸収入 5,331千円）
　　　国際協会は湖南市における多文化共生推進の拠点です。多文化共生の地域づくりのため、
　　　日本語教室や生活オリエンテーションなどの講座の開催や、国際交流事業など多文化
　　　共生社会をめざした活動を行います。

8　報償費 多文化共生推進プラン策定委員謝礼 284

9　旅費 多文化共生推進プラン策定委員旅費 14

目的・期待
する効果

主

な

事

業

費

内

訳

12　役務費 アンケート・プラン郵送代 369

11　需用費 多文化共生推進プラン印刷 535

0 4,606

増　　　　減 1,341 0 0 0 0 ▲ 560 0 1,901

特定財源の
説明

（諸収入）県市町村振興協会市町交付金　　　　　8,000千円
　　　　「外国人市民生活窓口設置業務」「国際協会運営事業」

8,000 0 6,507

前年度予算額 13,166 0 0 0 0 8,560

本年度予算額 14,507 0 0 0 0

 所管課・室  人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

事業名  友好交流推進経費

会計 　一般会計 議案ページ 70～71

予算 02 総務費 01 総務管理費 目 05 企画費



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

人権擁護審議会の開催　　186千円

人権擁護活動費　　504千円　（県支出金 98千円）
法務大臣委嘱の人権擁護委員との連携により、市内２つの小学校を対象とした人権
の花運動や人権週間巡回キャンペーン、人権なんでも相談を行い、人権擁護施策の
充実を図ります。

男女共同参画計画および多文化共生推進プランの策定にあたり、有識者や市内の関
係機関や団体の代表等からなる審議会を開催し、内容を審議していただきます。

99

19　負担金補助及び交付金 甲賀人権擁護委員協議会補助金 225

　「湖南市のあらゆる差別撤廃と人権擁護を目指す条例」に基づき、人権擁護施策の調
整および施策の推進を図り、啓発活動を通して市民の人権意識の高揚と差別を許さない
社会づくりを目指します。
　また、甲賀人権擁護委員協議会への補助を行い、より細やかな人権擁護・人権啓発活
動の推進を図ります。

事

業

概

要

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

1　報酬 人権擁護審議会委員報酬 186

8　報償費 人権擁護委員活動費謝礼 180

11　需用費 啓発品

事業実施に
至る経緯・
背景

0 26,329

増　　　　減 ▲ 25,721 0 ▲ 57 0 0 0 0 ▲ 25,664

特定財源の
説明

（県支出金）人権啓発活動地方委託金　98千円

目的・期待
する効果

0 0 665

前年度予算額 26,484 0 155 0 0 0

本年度予算額 763 0 98 0 0

事業名  人権対策事業  所管課・室  人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

会計 　一般会計 議案ページ 82～85

予算 02 総務費 01 総務管理費 目 13 人権対策費



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

男女共同参画リポーター事業　　　　　158千円

女性の人権相談事業　　　　　　　　　341千円

男女共同参画計画策定事業　　　　　3,713千円

男女共同参画懇話会委員旅費 11

13　委託料 男女共同参画懇話会保育委託 15

8　報償費 男女共同参画懇話会委員謝礼 407

12　役務費 男女共同参画計画計画書郵送代 40

13　委託料 男女共同参画計画策定支援業務委託 3,240

13　委託料 男女共同参画リポーター事業保育委託 42

9　旅費

308

8　報償費 男女共同参画リポーター事業講師謝礼 36

8　報償費 男女共同参画リポーター活動報償 80

「21世紀の我が国社会の最重要課題」と位置づけられている男女共同参画社会の実現の
ため、全ての人がお互いの人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別に関わりなく、個
性と能力を十分に発揮できる社会をめざした施策を行います。また、男女共同参画社会
の実現は、女性だけの問題ではなく、男性を含めた社会全体の問題であるという認識を
全ての人が持ち、全ての人が自らの問題として考えられる社会づくりに努めます。

事

業

概

要

節番号・名称 細々節名称等 金額

事業実施に
至る経緯・
背景

主

な

事

業

費

内

訳

11　需用費 女性の人権相談ポスター印刷 33

8　報償費

男女共同参画社会づくりに向けて、地域に根ざした施策を推進するため、地域の実
情を把握し、住民の意見や提案を聴取しながら講座の開催や広報誌の発行を行いま
す。

家庭生活やDV、その他日常生活において問題を抱えている女性を対象に、女性相
談員による「女性の悩み相談」を行います。相談者に寄り添いながら、関係機関と
連携を行います。

2017年からの男女共同参画計画の策定作業を行います。有識者や関係団体等から
なる男女共同参画懇話会や内部会議を開催し、アンケート結果をもとに実状に即し
た計画策定を行います。

女性の人権相談相談員報償

0

0 1,082

増　　　　減 3,383 0 0 0 0 0 0 3,383

0 0

事業名  男女共同参画推進事業  所管課・室  人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

会計 　一般会計 議案ページ 84～85

予算 02 総務費 01 総務管理費 目 13 人権対策費

特定財源の
説明

目的・期待
する効果

0 0 4,465

前年度予算額 1,082 0 0 0

本年度予算額 4,465 0 0 0



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計 議案ページ 84～87

予算 02 総務費 01 総務管理費 目 13 人権対策費

事業名  同和対策経費  所管課・室  人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

0 0 1,659

前年度予算額 2,061 0 0 0 0 0

本年度予算額 1,659 0 0 0 0

事業実施に
至る経緯・
背景

0 2,061

増　　　　減 ▲ 402 0 0 0 0 0 0 ▲ 402

特定財源の
説明

目的・期待
する効果

　同和問題の早期解決に向け、人権啓発などの諸事業を実施することにより、市民一人ひ
とりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。

　人権関係研修および啓発事業　　748千円
　　　　　　人権研修や啓発を通し、市民・企業等の人権意識の高揚を図るものです。
　　　　　　　◆講師謝礼、啓発図書・啓発物品購入、研修参加負担金など

　各協議会分担金等　　180千円
　　　　　　県内各市町をはじめ各種団体等の情報交換および連携を深め、あらゆる人権が
                  尊重される社会の実現を図るものです。

　市有地管理経費　　553千円
　　　　　　小集落地区改良事業等による市有地の適正な管理を図るものです。
　　　　　　　◆市有地管理（草刈等）委託など

事

業

概

要

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

8　報償費 人権研修講師謝礼 12

9　旅費 普通旅費 33

9　旅費 特別旅費 194

11　需用費 消耗品費 300

11　需用費 光熱水費(住宅街灯電気料金) 13

13　委託料 改良住宅等空地管理委託 540

14　使用料及び賃借料 有料道路通行料(研修等参加のため) 10

19　負担金補助及び交付金 各種研修会等参加負担金 199

19　負担金補助及び交付金 各協議会分担金等 180



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

人権研修事業　　　　　　　　　　　393千円

人権相談・啓発事業　　　　　　　4,510千円

19　負担金補助及び交付金 研修参加負担金 10

13　委託料 保育委託 47

18　備品購入費 啓発用教材 120

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

7　賃金 嘱託職員賃金 4,125

8　報償費 研修講師謝礼 346

9　旅費 職員旅費 50

11　需用費 啓発品、パンフレット作成 205

「湖南市のあらゆる差別撤廃と人権擁護を目指す条例」に基づき、人権擁護施策の調整
および施策の推進を図り、啓発活動を通して市民の人権意識の高揚と差別を許さない社
会づくりを目指します。
また、人権教育を通して、正しい人権感覚を身に付けた人材の育成を目指します。

事

業

概

要

市民向けや教職員を対象とした人権研修を開催し、正しい人権感覚を身に付けた人
材の育成に努めます。

人権に関する悩みを抱えている人に寄り添いながら、関係機関と連携し、悩みの解
決に向けた相談を行います。また、職員自身が研修に参加し、資質向上に努めま
す。

事業実施に
至る経緯・
背景

0 0

増　　　　減 4,903 0 0 0 0 0 0 4,903

特定財源の
説明

目的・期待
する効果

0 0 4,903

前年度予算額 0 0 0 0 0 0

本年度予算額 4,903 0 0 0 0

事業名  人権センター管理運営経費  所管課・室  人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

会計 　一般会計 議案ページ 86～87

予算 02 総務費 01 総務管理費 目 13 人権対策費



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

施設維持管理経費　　5,123千円　（諸収入 55千円）

燃料費、光熱水費、通信運搬費、保険料、下水道使用料

施設保守管理委託経費　　2,556千円

清掃、施設警備、ヘルストロン保守、防火対象物点検、消防設備保守点検、

電気設備保安管理、施設周辺草刈り

14　使用料及び賃借料 下水道使用料 126

13　委託料 防火対象物点検委託 55

13　委託料 消防設備保守点検委託 94

13　委託料 電気設備保安管理委託 140

13　委託料 施設周辺草刈り業務委託 413

13　委託料 施設警備委託 486

13　委託料 ヘルストロン保守点検委託 55

878

12　役務費 保険料 23

13　委託料 清掃業務委託 1,313

平成１４年８月２９日の厚生労働事務次官通知「隣保館の設置及び運営について」および
厚生労働省社会・援護局長の通知「隣保館設置運営要綱」に基づき、地域総合センターの
運営を円滑に行うための施設管理に努めます。第２種社会福祉施設として、人権が大切に
される福祉と教育を取り行えるよう地域に開かれた場所としていきます。

事

業

概

要

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

11　需用費 燃料費 90

11　需用費 光熱水費 4,006

12　役務費 通信運搬費

事業実施に
至る経緯・
背景

0 8,481

増　　　　減 ▲ 174 0 0 0 0 20 0 ▲ 194

特定財源の
説明

（諸）施設使用料　　　55千円
（諸）コピー焼付代等　38千円

目的・期待
する効果

93 0 8,287

前年度予算額 8,554 0 0 0 0 73

本年度予算額 8,380 0 0 0 0

事業名  地域総合センター管理経費  所管課・室  人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

会計 　一般会計 議案ページ 126～127

予算 03 民生費 01 社会福祉費 目 04 社会福祉施設費



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

セミナー・つどい・講座開催事業　　821千円　（県支出金 567千円）

地域の実情に応じたテーマによる人権啓発講座や教室を開催します。

研修会等参加費用　　　　　　　　　422千円

県内および県外で開催される研修会参加旅費および参加負担金です。

デイサービス委託事業　　　　　　2,550千円　（県支出金 1,116千円）

2館において行われる高齢者デイサービス事業の委託費用です。

（送迎や配食、機能回復訓練などを含む）

給食サービス事業　　　　　　　　　307千円

一人暮らしの高齢者に安否確認を兼ねた配食サービスを行い、健康の増進を図ります。

11　需用費

12　役務費

13　委託料

19　負担金補助及び交付金

デイサービス委託 2,550

研修負担金 325

97

給食サービス材料代 200

給食サービス保険料 10

平成１４年８月２９日の厚生労働事務次官通知「隣保館の設置及び運営について」およ
び厚生労働省社会・援護局長の通知「隣保館設置運営要綱」に基づき、「基本事業」お
よび「特別事業」を行います。第２種社会福祉施設として、地域や各種団体と連携しな
がら、地域福祉の向上と人権啓発および人権教育を行い、地域住民の交流を図ります。
また、隣保館職員としての知識・能力向上のための研修に参加し、自己研鑚に努めま
す。

事

業

概

要

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

8　報償費 講座等講師謝礼 821

8　報償費 給食サービス謝礼 97

9　旅費 研修参加旅費

事業実施に
至る経緯・
背景

0 10,480

増　　　　減 2,645 0 ▲ 109 0 0 0 0 2,754

特定財源の
説明

（県支出金）地域総合センター運営費等補助金　1,874千円

目的・期待
する効果

0 0 13,234

前年度予算額 12,463 0 1,983 0 0 0

本年度予算額 15,108 0 1,874 0 0

事業名  地域総合センター運営経費  所管課・室  人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

会計 　一般会計 議案ページ 126～129

予算 03 民生費 01 社会福祉費 目 04 社会福祉施設費



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計 議案ページ 216～217

予算 08 土木費 05 住宅費 目 01 住宅管理費

事業名  改良住宅管理事業  所管課・室  人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

20,045 0 67

前年度予算額 16,158 0 0 0 0 16,045

本年度予算額 20,112 0 0 0 0

事業実施に
至る経緯・
背景

0 113

増　　　　減 3,954 0 0 0 0 4,000 0 ▲ 46

特定財源の
説明

（諸）改良住宅家賃　　　816千円
（諸）公営住宅家賃　　  　24千円
（諸）土地売払収入　 16,500千円
（諸）建物売払収入　　2,705千円

目的・期待
する効果

　小集落地区改良事業で整備した住宅の適正な管理を行うことにより、地域住民の生活の
安定や良好な環境保全を図ります。

　改良住宅維持管理経費　　2,614千円　（諸2,614千円）
　　　　　　市内改良住宅の適正な維持管理を図るものです。
　　　　　　　◆住宅管理費（修繕費用、火災保険料）

　改良住宅譲渡事業　　6,429千円　（諸6,429千円）
　　　　　　改良住宅入居者への住宅譲渡を推進するものです。
　　　　　　　◆所有権移転にかかる手数料、住宅修繕および補修工事等

事

業

概

要

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

9　旅費 普通旅費 45

11　需用費 改良住宅修繕料 2,500

12　役務費 手数料 2,084

12　役務費 保険料 114

15　工事請負費 改良住宅修繕工事 4,300


